
企業のためのよりよい介護支援制度の策定のために
～ワーク・ライフ・バランス支援～

第３回（最終回）
　企業の介護支援制度

　 １．企業の介護支援制度の現状

（１）介護支援の必要性
　介護支援制度の策定や見直しが難しい理由の１
つは、介護を経験した従業員が少ないことにあ
る。また、介護をしながら働く従業員のスタイル
は多種多様であり、モデルケースを作りづらいと
いう理由もあるだろう。そこで、第３回目は具体
的な事例をご紹介する。他社事例や新しい統計資
料を参考に、自社の介護支制度を考えていただけ
れば幸いである。

（２）介護休業・介護休暇の期間と金銭補てん
　厚生労働省が発表している統計によると（図
表１参照）、介護休業期間は、大企業になればな
るほど法定の期間（通算93日）よりも長くなっ
ていることが分かる。従業員500人以上の企業で
は、介護休業期間を１年超としているところが約
８％ある。
　次に介護休業中の金銭補てんを見てみる。大企
業では、企業が給与を支給するほか、共済会によ
る金銭の補てんや一時金の支給をするところが約
22％ある。一方、小規模の企業では、個別に対
応し、離職してほしくない従業員に対しては給料
カットしないというところもある。
　手軽で利用しやすいと言われている介護休暇は
取得率が高くなっている。法律では、介護休業と
違い、自分が介護の主たる当事者でなくても介護
休暇の取得が認められており、これが使い勝手の
良さにつながっていると考えられる。

　介護休暇を有給としているか無給としている
かを見てみると、従業員数が500人以上の企業で
は、有給としているところが約３割ある。法律上
の介護休暇の他、失効してしまう有給休暇を積み
立てて、介護や育児のために利用することを認め
る積立年次有給休暇制度（以下、積立年休）を設
けている企業も多く、積立年休が有給であるため
に、介護休暇は無給としている企業もある。
　介護休暇の付与日数であるが、積立年休を介護
に使うこともできることもあり、介護休暇は法定
通りにしている会社が大半である。

（３）各種介護支援制度
　介護休業・介護休暇のほかにはどのような介護
支援制度があるかを企業に質問した結果、短時間
勤務、所定外労働（残業）の免除、始業・終業時
刻の繰り上げ・繰り下げ、フレックス、時間単位
の有給休暇、再雇用制度、介護に対する経費援
助、在宅ワークなどがあることが分かった。企業
規模が大きいほど様々な制度を用意している傾向
にあり、５～８制度設けている企業も約15％あ
る。なお、短時間勤務や所定外労働の免除等の勤
務措置の期間は、法律上、介護休業と通算して
93日間となっている。休業とは別に93日付与し
ている企業もあるが、全体的には、勤務措置の期
間は93日としているところが多い。また、企業
規模に比例して、93日よりも長くなる傾向が見
てとれる。
　次に、制度の利用状況を見てみよう。経費の援
助、費用補てん、費用助成は男女ともに積極的に
利用されている。費用補てんを実施している会社
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は多くはないが、制度がある企業では利用率が高
い。また、時間単位の有給休暇の利用率は、男性
よりも女性のほうが高くなっている。これは、男
女間の企業における担当職務や地位・役職の違い
に起因すると考えることもできる。ただ、制度全
体の利用状況を見てみると、介護支援制度はある
ものの利用率が低いというのが現実である。
　以下、企業の介護施策について、具体例を挙げ
てご紹介する。

（４）事例研究
①Ｙ社の事例
　Ｙ社は、ＩＴ企業である。従業員数は、本社に
約4,500人、グループ会社を含めると約9,500人で
ある。同社の特色として、勤続年数が長いことが
挙げられる。平均勤続年数は、男性が16.8年、女
性は12.9年となっている。また、平均年齢は男性
が43.2歳、女性が38.2歳である（図表２参照）。
　同社が支援制度を導入したのは、女性が働きや
すい環境を整備するという目的からであった。同
社の従業員のうち約15％は女性であり、そのう
ち約９割が専門職で勤続年数も長い。制度導入は
女性従業員の育児支援から始まっており、現在は
介護を含めた両立支援を推進している。
　次に、具体的な支援内容を紹介する。介護休職
は１年間取得することができる。介護休暇は年間
12日（無給）で、これに加えて積立年休の利用

を認めている。このほか、短時間勤務やフレック
スタイム、在宅勤務などの勤務措置がある。同社
では、ワーク・ライフ・バランスが叫ばれる前か
ら在宅勤務制度が導入されており、育児や介護に
かかわらず在宅勤務をしている人もいる。また、
カウンセリング体制も充実しており、社内に専任
のカウンセラーを配置するほか、外部の機関とも
連携している。
　金銭面では、共済会に費用の補てん制度がある。
少し珍しい制度で、介護や看護、育児疲れ等によ
る従業員本人の負担軽減のために家事のホームヘ
ルプサービスを利用した場合に補助がある。１回
あたり5,000円、30日を限度として支給される。ま
た、介護費用の補助もあり、入浴サービスなどを
利用して費用が発生した場合には、その一部を共
済会が負担する制度になっている。ただし、費用
補てんの対象者は介護休職の対象者の基準に加
え、対象家族と同居し扶養をしていることを必要
としている。
　同社では、制度導入後の問題点や課題として、
利用率が向上しないこと、風土が醸成しないこ
と、情報が不十分であること、介護のニーズが把
握できないこと等を挙げている。
　制度の利用状況を見てみると、現在までに介護
休職制度を利用した者はいないということであ
る。一方、フレックスタイム制度の利用者は多
い。また、介護休暇を取得した従業員数は192人
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図表１　介護休業の期間・金銭補てん
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で、うち113人が男性であった。在宅勤制度を利
用している従業員は約70人（うち、女性が約５
割）で、この中には介護をしている人もいるそう
である。

②Ｎ社の事例
　Ｎ社はメーカーである（図表２参照）。同社の
介護支援への取り組みは最先端をいっていると言
えるだろう。介護支援に積極的な企業としては、
健康保険組合が介護事業を展開しているトヨタ自
動車があるが、Ｎ社の介護支援への取り組みも有
名である。
　もともと、同社では、育児・介護休業法などの
国の施策を待たず、1990年から介護休職制度を
設けていたが、2010年の春闘で労働組合から介
護支援について要望があったことにより、介護支
援への取り組みが加速した。
　国の施策に先がけて1990年に導入された介護
休職制度は、同一の介護事由で通算１年間休職す
ることができる。このほか、介護に限らずボラン
ティアなど様々な事由で利用することができる

「ファミリーフレンドリー休暇」が５日あり、最
大20日まで積み立てることもできる。また、１
日の勤務時間を最大２時間短縮する短時間勤務制
度もある。
　同社の特徴は、共済会の金銭的支援が充実して
いるところにある。通算１年間までは、介護休職

給付金として、共済会が給与の３分の２を補てん
する制度がある。雇用保険の介護休業給付金を受
給している間は、介護休業給付金と給与との差額
の支給となるが、休職が93日を超え、雇用保険
の給付金が出なくなると、共済会が全額を補てん
することになっている。また、介護休職期間中
は、社会保険料の本人負担分も会社が負担してく
れる制度になっている。
　このほか、介護のために転居が必要になった場
合には20万円を限度に転居費用を補助する制度
や、住宅改修に要した費用について支援金を支給
する制度もある。
　同社は、制度の利用状況の統計もしっかりと
とっており、過去７年の介護休職取得者の数は次
のようになっている。

年度 05 年 06 年 07 年 08 年 09 年 10 年 11 年

人数 10 人 13 人 11 人 6 人 11 人 6 人 11 人

　なお、介護休職を取得した従業員のうち 40 代
は 43％、30 代は 73％であり、取得者の半数以上
が男性従業員であった。また、実父母の介護の
ために休職した従業員の割合は 50％、配偶者は
15％であった。

③Ｋ社の事例
　Ｋ社は小規模な企業の例になる（図表２参照）。
電気土木業を営んでいる同社の従業員数は約30名

他社事例１

企業名 Y社 N社 K社

事業内容
ｸﾗｳﾄﾞ、ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ、ｼｽﾃﾑ販売など ITｻｰﾋﾞｽ、ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、ﾈｯﾄﾜｰｸ 

社会ｲﾝﾌﾗ、ﾊﾟｰｿﾅﾙｿﾘｭｰｼｮﾝなど
屋外電気設備設計・施工 など 

拠点 
従業員数

全国 
4500人程度(うち15%女性) 
※ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体で9500人程度

全国 
25000人程度（うち2割女性） 
※ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体で14万人程度

神奈川 
27人 

主な支援内容 

① 介護休職:1年 
② 介護休暇: 年12日（無給）と 
積立年休（有給） 
③ 短時間勤務:2時間/日（無給） 
④ ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ:ｺｱﾀｲﾑ(10:30-15:00)あり 
⑤ 在宅勤務:週3日以上在宅 
⑥ カウンセリング 
 （社内（専任・専門家）・外部） 
⑦ その他： (福祉会共済による) 
 ホームヘルパー、介護費用補助 

① 介護休職:同一介護事由で通算1年 
② ﾌｧﾐﾘｰﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ休暇:年5日 
 （ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等含む、最大20日積立） 
③ 短時間勤務:2時間/日（30分単位） 
④ その他: （共済会による） 
 休職給付金、休職中社会保険料、 
 転居費用、住宅改修費補助 

① 介護休業:最大365日（勤続に算入） 
② 介護休暇:法定日数（有給） 
③ 積立年休:最大30日 
 （ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等含む） 
④ 介護短時間勤務:最大365日 
⑤ 在宅勤務制度あり

特徴
理由を問わない在宅勤務を導入 共済会での金銭的支援が充実 介護に限らず社員1人1人に対しての支援 

する。個々の従業員の状況把握の上、  
制度の利用を促進

導入の 
きっかけ

女性の働きやすさ・・・ 
育児支援から始まり現在は両立支援 
(WLB)として推進

2010年春季労使交渉で労組から 
介護支援の要望があり加速

働きやすい・働きがいのある職場作りを 
（WLB）という精神で推進

導入前や導入後
の 

課題・問題点

・周知、利用率の向上 ・風土の醸成 
・情報が不十分  ・介護ニーズの把握

・従業員の実態・ニーズの把握 
・施策の効果の定量評価

・情報の提供体制

実績・ 
利用状況

① 介護休職:0人   ④ ﾌﾚｯｸｽ:多数 
② 介護休暇:192人  ⑤ 在宅勤務:70人 
③ 短時間:5人      /H21年度

① 介護休職:11人 
② 介護による取得:1038日 
③ 短時間勤務:19人

図表２　企業の介護支援制度の現状～他社事例（1）

96  ■  2012.9・10



企業名 T社 S社 T社

事業内容 建設業 商社 小売業

拠点 
従業員数

全国 
8000人程度

全国 
2300人程度 

※ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体で17000人程度

全国 
10000人程度 

※ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体で15000人程度

主な支援内容

① リバイバル休暇: 積立年休（有給） 
② 短時間勤務:所定6,5,4時間/日選択制 
③ 勤務地限定社員の転勤制度 
④ ジョブリターン制度：再雇用制度 
⑤ 介護セミナーの実施 
⑥ 介護制度の情報冊子の公開     
（社内イントラ） 

① 介護休職:183日 ＋最大183日加算 
    対象家族/法令＋α(同居・扶養問わず) 
② 介護休暇：有給 ※半日単位可 
③ 積立年休：最大60日＋20日 
④ ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ特例適用：ｺｱﾀｲﾑ変更可 
⑤ その他：･ﾍﾙﾊﾟｰ資格取得講座受講補助
・介護保険セミナーの実施・座談会実施 
・介護冊子の情報提供・専門家相談体制                       
             

①介護休職：通算1年 
      （対象家族1人につき） 
②介護勤務制度：４パターンから選択 
③介護休暇:2親等以内親族に年15日 
④看護休暇:2親等以内親族に年15日 
⑤積立年休:最大40日 
⑥再雇用制度 
⑦ガイドブック作成・説明会実施 

特徴
社員全体の時間生産性の向上のための 
時短促進と多様な働き方のための 
制度整備・情報提供体制が充実

座談会開催等、意識・風土醸成の積極的
な取り組み

業態上、チームワークで仕事をすると
いう観点からの制度整備 

導入の 
きっかけ

男性優位の業界での女性社員の活躍推進
への取り組み、WLB推進

女性の雇用継続に関する施策から波及 ・経営視点から 
・WLB推進等

導入前や導入後の 
課題・問題点

・多様な働き方を尊重し合う風土作り 
・時間生産性の向上

・継続支援すること 
・相互の支援、支援の循環により 
 仕事の成果へ発展させること

・有期と正社員の均等化実施など 
 
 

実績・ 
利用状況

②介護休暇:12人（35日） 
            /H22上半期

①介護休職:113人（有期含む） 
②介護勤務制度：84人(〃)  
⑥再雇用制度:34人復職(22人現在勤務) 
        /H3～H23.5.15通算         

図表３　企業の介護支援制度の現状～他社事例（2）

である。小規模な企業であるが、支援制度は小規
模企業の特徴を生かし充実した支援制度になって
いる。もともとは、介護に重点を置いた制度を作
ろうとしたわけではなく、働きやすい職場づくり
を目的として取り組みが始まり、有給休暇の取得
を促進するための取り組みの中に介護休暇の取得
促進もあった。
　裏話になるが、同社の総務担当者は、以前は大
企業に勤務していた。大企業に在職中に親の介護
が必要になったが、結果的に、休職が認められず、
転勤も叶わず、半ば仲たがいする形で当時の勤務
先を退職し、Ｋ社に転職したという経緯がある。
同社の支援制度は、そんな背景を持つ総務担当者
が中心になって策定が進められた。
　具体的な制度の内容であるが、介護休業は最大
365 日取得することができる。介護休暇の日数は
法定通りであるが有給となっている。また、最大
30 日積み立てることができる積立年休制度もあ
り、介護に限らず取得することができる。さらに、
短時間勤務制度も最大 365 日利用することがで
き、可能な業務であれば在宅勤務も認めている。
　それ以上に同社は、他社が問題点として挙げて
いる利用率の低さや風土の未醸成といった点に問
題がないことが特徴と言える。介護に限らず有給
休暇の取得率の向上やワーク・ライフ・バランス
の促進のために、常に職場内で声掛けをし、早い
退社ができないと思っている社員に、半ば無理や

りでも定時退社ができるように業務をフォロー
し、従業員自身にやればできることと、そのメリッ
トを実感させるなどという対応をしている。また、
従業員のプライベートな悩みや相談に対しては、
じっくり話を聞く等をしてしっかりとした労務管
理を行っていくとともに、積極的にコミュニケー
ションをとっている。

④Ｔ社の事例
　Ｔ社は建設業で、従業員数は約8,000人である

（図表３参照）。男性が優位の業界ということもあ
り、女性社員の活用が遅れていたなか、労働力確保
や企業競争力の強化を目的として女性の活躍を推進
していきたいという考えが導入のきっかけである。
　導入前後の課題・問題点としては、生産性の向
上を目指している中で、ワーク・ライフ・バラン
スという言葉はゆったりと暮らしていいというよ
うに誤解されやすく、あまり制度が利用されてい
ないことを挙げている。
　具体的な支援内容であるが、リバイバル休暇（積
立年休）、短時間勤務制度などがある。短時間勤
務は、６時間、５時間、４時間から選択すること
ができる。また、勤務地限定社員が介護のために
勤務地外への異動を希望した場合には転勤を認め
る制度や再雇用制度もある。この他、介護セミナー
の実施や、介護制度の情報冊子を社内イントラで
公開する等も行っている。
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⑤Ｓ社の事例
　Ｓ社は商社である（図表３参照）。女性の雇用
継続に関する施策から波及して、子育てが一段落
した後には介護が待っているということで取り組
みが始まった。2009年に介護に関する施策を充
実するための検討を始め、2010年に具体的に策
定した。
　具体的な支援内容であるが、介護休職は通算
183 日まで取得することが可能となっている。特
別な事情がある場合には、さらに最大 183 日間
の加算が可能となっている。同社の特徴は、分割
して取得することが可能であるという点にある。
また、同居や扶養の有無を問わないため、法定よ
りも対象者が広いのも特徴である。
　そのほか、介護休暇は有給となっており、半日
単位の取得も可能である。同社には積立年休制度
もあり、最大 60 日を傷病休暇として積立可能と
している。傷病休暇へ積み立てても未消化になる
分については、20 日を限度として介護休暇へ積
み立てることができる。また、フレックスタイム
制度もあり、特例として、介護のために同制度を
利用する場合はコアタイムの変更を認めている。
　その他、同社では、介護のためのヘルパー資格
取得講座の費用補助や、介護保険セミナーや座談
会の開催など、様々な取り組みを行っており、施
策を作るとともに風土を醸成させる取り組みを積
極的に行っているという印象を受ける。
　ちなみに、介護休暇の取得実績は平成 22 年上
半期で 35 日であった。

⑥Ｔ社の事例
　Ｔ社は小売業である（図表３参照）。同社が支
援制度を導入したきっかけは、従業員のほとんど
が女性であるため、ワーク・ライフ・バランスを
推進しなければ経営が成り立たないということで
あった。同社では、正社員だけでなく、有期雇用
の社員も多いことから、雇用形態の違いによる支
援制度の均等化がどの程度可能かということを課
題・問題点として挙げている。
　制度の内容であるが、介護休職は通算１年取得
できることになっている。介護勤務制度は４パ
ターンあり、いずれかを選択することができる。
初めから４パターンあったわけではなく、２パ
ターンからスタートし、３パターン、４パターン

と増やしていったという経緯がある。介護勤務の
期間は最長１年で通算２年まで使える。介護休暇、
看護休暇は無給であるが、15 日取得することが
できる。また、積立年休も利用することができる。
さらに、再雇用制度の導入や制度を周知するため
のガイドブックの作成、説明会の実施などを行っ
ている。
　平成３年から平成 23 年５月 15 日までの通算
の利用実績を見てみると、正社員、有期雇用者合
わせて 113 人が介護休職を利用している。介護
勤務の利用者は有期雇用者も含めて 84 人である。
再雇用制度は 34 人が利用しており、そのうち 22
名が平成 23 年５月 15 日時点で勤務を継続して
いる。

⑦その他の事例
　このほか、私どもが関与した大手・中堅企業の
例をいくつか紹介する。
　ある大手の化学メーカーでは介護休職は通算
365 日まで認められている。また、有給の介護休
暇を通算 20 日取得できる。勤務措置は所定労働
時間の短縮が最大３時間可能で、１年間利用する
ことができる。積立年休は最大 60 日まで使える。
このほかに金銭補てんもあり、かなり手厚い制度
が用意されている。同社には子育てや介護に関す
る制度を利用することについて、従業員が当然の
権利として主張する風土が醸成されているように
感じた。
　また、従業員 300 ～ 400 人の中堅企業では、
介護休業は 93 日で法定どおり、休暇日数も法定
どおりだが、５日までは有給としている。短時間
勤務制度は、２時間の短縮が可能で、対象期間は
93 日までとなっている。積立年休は最大 180 日
となっているが、実際にこれを利用することが可
能なのか、疑問が残るところである。
　そのほか大手の関連会社である施工メーカーで
は、休業期間を１年としている。介護休暇日数は
法定どおりだが有給となっている。このほか積立
年休制度もある。同社の積立年休は勤続年数によ
り積み立てることのできる日数が異なるのが特徴
である。
　また、あるメーカーでは、法定の休業期間に加
え、法定を上回る給付として、当初から介護期間
が 93 日を超えることが見込まれるときは、連続
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12 ヵ月の介護休業を取ることができる制度があ
る。つまり、通算 93 日という育児・介護休業法
にそったルールのほかに、会社の独自ルールによ
り、連続して 12 カ月の介護休業を取得すること
が可能という２本立てになっているのだ。介護休
暇は法定どおりで、勤務措置は始業・就業の繰り
上げ・繰り下げが可能であり、これも連続１年利
用することができる。また積立年休を使うことも
できる。

（５）相談事例
　社会保険労務士事務所には、日々、様々な相談
が寄せられる。そのなかから、いくつか事例を紹
介していこう。

【相談内容１】
介護休職を取得して復帰した従業員がいるが
遅刻・早退が多くて困っている。遅刻や早退
の理由は、介護だと推測されるので、会社と
してもあまり強く言えない。どのように対応
したらいいか。

　正当な理由がなく、服務規律違反である遅刻や
早退を特定の人にだけ容認していると職場の風土
が悪くなり、労務管理上好ましくない。事前に介
護が理由で遅刻することや短時間勤務をすること
を会社が認めているのであればよいが、そうでな
い場合は、きちんと注意し、介護のために勤務を
変更する必要があれば相談にのり、会社として希
望を受け入れることができるか検討するとよい。
介護という理由があるからといって腫れ物に触る
ように接する必要はない。

【相談内容２】
昇給、賞与、査定をどうすればよいか。

　統計で世間の傾向を見ると、定期昇給時に本人
が介護休業中であっても昇給している企業は、従
業員 500 人以上では 41.7％となっている。
　考え方のポイントとしては、休職期間の長短が
鍵になる。規定で休職期間が 93 日しかなければ
定期昇給をしても、あまり介護休業期間の影響を
受けず管理が簡単であるが、例えば休職期間が１
年以上あるような場合には、１年も休職している

のに定期昇給をしていいのかという問題が出て
くる。
　ところで、支援策を作る上で参考になるのは

「介護休業を取得した人の補充に関する統計」で
ある。介護休業が１年を超えると、人員の補充が
なくては仕事のやりくりが難しいことが分かる。
逆に言うと、１年を超える介護休業では補充人員
が必要となり、今度は原職に復職させることでき
るかという問題が出てくる。介護は子育てと違い
いつ終わるか予想がつかず、介護休業期間終了後
復職できるかも不確定なので、補充の方法も検討
が必要となる。介護休業期間を検討する際には補
充人員が必要となる時期も参考にしていただけ
ればと思う。
　短時間勤務をした場合、労働基準法上の考え方
は、「ノーワーク・ノーペイ」が原則であり、働
いていない分を賃金カットすることに何ら問題は
ない。子育てと同様に短時間勤務になっても月給
をカットしない企業もある。しかし、多くの企業
では無給、つまり短時間勤務の場合は、それに応
じた賃金カットをしているのが実態である。これ
は、介護休業の場合は育児と違って支援を考えて
いる企業が少ないためと推察される。
　一方、従業員が短時間勤務を選ばない理由の中
に、経済的な不安、給与の減少が挙げられており、
要望と実態との相違が見られる。

　 ２．介護支援制度の種類

（１）義務づけられている支援制度
　介護休業、介護休暇、勤務制限、勤務措置につ
いては１回目（2012 年５・６月号）の育児・介
護休業法のところで解説しているが、ほかにも「配
置に関すること」「再雇用特別措置」「職業家庭両
立推進者の選任」が育児・介護休業法で定められ
ている。
　配置に関することとは、「人事異動をさせる際、
介護の状況に配慮してほしい」という意である。
これは人事異動をしてはいけないということでは
なく、人事異動を行う際には、本人の状況に配慮
しなければいけないという意味である。あまり知
られていないが、企業の義務になっているので注
意が必要である。
　育児・介護休業法で定められている「再雇用特
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別措置」は、仕事と家庭の両立支援という意味も
あるが、雇用を継続させてほしいという意味もあ
る。したがって、介護や育児を理由に退職した人
を、できるだけ企業で再雇用するようにという努
力義務を課している。
　「職業家庭両立推進者の選任」も努力義務となっ
ている。選任した場合は、労働局に届け出ること
もできる。

（２）その他の支援制度
　今回の主題は、どちらかといえば「その他の支
援制度」である。１（４）では事例を使っていろ
いろな支援制度を紹介したが、実際に法定を上回
る付加給付としての自社の支援制度をどのように
考えるか、運用を含めてポイントを説明しよう。
　最初に「介護準備」について説明する。図表４
に「介護準備セミナー、介護準備ツールの提供、
介護準備面接体制」とあるが、１つひとつを単独
に整備するだけでは機能しないだろう。例えば、
介護支援制度を作り、それを社内イントラネット
で紹介したとしても、実際に介護する状況になら
なければ、従業員がそれを見る可能性は低いと言
われている。したがって、ここで紹介する「介護
準備」は、全従業員を対象にするようなイメージ

である。例えば40歳で介護保険料の徴収が始ま
るときに、介護全般の情報や会社の支援制度を周
知するためのセミナーを開く。そのうえで、イン
トラネットで支援制度を紹介したり、ツールとし
て介護の小冊子を作ったりする。そして面接を実
施して、介護をしている従業員がいないかを確認
し、介護をしている従業員には会社がサポートを
していく。このようなトータル支援が必要だろう。
　次に、具体的な介護支援策について説明をする。
まずは、「介護休業」について補足する。法定を
超える制度は望ましいが、介護休業中の賃金補て
んに関しては、給与が賃金日額の４割相当を超え
て支給されると、介護休業給付金が満額支給され
なくなることがある。このような場合は見舞金な
ど給与でない形で支給する方法もある。
　次に「介護休暇」について補足する。「介護休暇」
は、介護保険の認定や病院への付添いなどの理由
でも取得することができ、非常に幅広く使われて
いるという統計結果もある。利便性をさらに向上
させるため、「介護休暇」の取得単位や有給・無給、
また、これと併用できる「積立年次有給休暇の利
用制度」を検討するなどの方法もある。積立年次
有給休暇は失効した年次有給休暇を積み立てる制
度だが、子の看護や家族のイベント、ボランティ

図表４　その他の支援制度（1）支援制度一覧（１）

項目 内容

介護準備

介護準備セミナー 介護を想定した事前準備の内容、準備方法、介護予防方法、介護保険・介護関連情報等のセミナー

介護準備ツールの提供 事前準備一覧、介護情報冊子、社内介護支援サイトによる情報提供、介護対応フローチャート、親に対
するリタイアメントプランツールなどの提供

介護準備面接体制 定期的（年１回程度）な介護状況の連絡体制の構築

休業
介護休業 介護を理由として休業できるようにする（育介法）。法定を上回る対象者、休業期間、取得の柔軟性を

図る、また賃金の支給を行ってもよい。法定の介護休業のほか、介護による休職制度を実施している場
合もある

勤務措置

介護休暇 介護や世話のために休暇を取得できるようにする（育介法）。法定を上回る対象者・目的・日数にする。 
また、利用単位（１日、半日、時間）の柔軟性をはじめ、賃金の支給を行ってもよい

積立有給休暇利用制度 ２年内に使い切れないなど、時効消滅する年次有給休暇を積み立てておく制度。介護以外にも傷病、ボ
ランティアなど様々な理由で利用できる制度にしておくことが多い

短時間勤務制度★ １日の所定労働時間を短縮して勤務できるようにする制度（育介法★いずれか１つ）。１日２時間程度
～４時間程度まで設定した時間単位で短縮できる場合が多い

フレックスタイム制度
★

原則、１ヶ月あたりの総労働時間を会社が決め、始業・終業時刻、１日の勤務時間を従業員の裁量で調
整できる制度（育介法★いずれか１つ）。コアタイム（必ず勤務する時間帯）・フレキシブルタイム
（出退勤が可能な時間帯）を定めることができる

フレックス短時間勤務
制度

短時間勤務制度とフレックスタイム制度のＭＩＸ型。1ヶ月あたりの総労働時間を通常より短く設定する
だけでなく、コアタイムを設けなかったり、コアタイムを短縮できる制度とする場合が多い

在宅勤務制度 自宅で勤務する制度。会社に行かずとも家で勤務できるという利点はあるが、会社側から勤務時間の把
握が難しく、みなし時間やＰＣ端末の情報から勤務時間を把握する場合が多い。また、利用者にとって、
介護しながら勤務時間を捻出することが難しい場合もあるので、運用もしっかり定めることが必要

始業・終業の 
繰上げ下げ★

１日の労働時間を変えず、始業時刻・終業時刻を早く（繰上げ）したり、遅く（繰下げ）したりできる
制度（育介法★いずれか１つ）。繰り上げ下げの単位・範囲内で、従業員が決められることが多い

時間外勤務の制限・ 
所定外勤務の制限

時間外勤務の制限は法定外の時間外労働を１ヶ月あたり24時間、１年あたり150時間以内にできる制度
（育介法）。所定外勤務の制限は残業させない制度 

深夜業の制限 深夜（午後10時～午前５時）に勤務させない制度（育介法）。法令上は深夜時間帯だけの勤務の契約で
あった者等は対象外
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ア、傷病などといった理由でも取得できるように
している企業もある。取得事由が広いと、従業員
が同じ権利を有するなかで利用できるため使いや
すく、介護をしない従業員にとっても公平感のあ
る制度として受け入れられやすいだろう。また、
取得する事由を事前登録制にしておけば、介護労
働者予備軍であることが分かるので、アンケート
としての機能も果たす。
　次に「短時間勤務制度」、「フレックスタイム制
度」について補足する。最近は、短時間勤務に加
えて、本人の裁量や柔軟性が高い勤務ができるこ
とが従業員に望まれているということで、この２
つを複合した形の「フレックス短時間勤務制度」
を導入する企業もある。１カ月の総労働時間を短
縮するだけでなく、コアタイムを設けなかったり、
短くしたり、変更することができるという柔軟性
をもって活用している企業もある。
　次に「在宅勤務制度」であるが、これを導入で
きるかどうかは業種などによって左右される面が
あるだろう。また、労務管理上、あるいは企業の
情報漏えいなどから考えると導入が難しい面もあ
るかと思う。なお、利用者である従業員側から見
ると、柔軟性があり非常に利用しやすいという声
が聞かれる反面、認知症など付きっきりで介護し
なければならない従業員にとっては、逆に公私の
区別がつけづらく負担になるという声もある。

　次に「始業・終業の繰り上げ下げ」について補
足する。この制度は、会社が繰り上げ下げできる
時間を決めることもできるが、多くの企業は、従
業員が数パターンの中から選択できたり、１カ月
単位で時刻や制度を衣替えできるよう整備してい
る。また、「時間外勤務の制限・所定外勤務の制限」

「深夜業の制限」については、これまで説明した
ような支援制度と併行して使うことにより、利便
性が高まるようである。
　次に、「費用助成」についてである。これには、
住宅改修や見守り関係器具、介護器具等の費用補
助がある（図表５参照）。会社が費用の全額を助
成する方法もあるが、介護保険で手すりを付ける
などの住宅改修の補助や、見守り関係器具の貸し
出しサービス等を受けられる場合は、自費分だけ
を助成する制度でもよいだろう。介護保険ではど
のようなサービスを提供しているかを理解した上
で、介護保険では賄えない部分についての費用助
成を検討するとよいのではないだろうか。
　退職関係では、「再雇用制度」について補足し
ておこう。介護がいつまで続くのか分からない中
で「介護休業」を取得させることは、企業にとっ
てはリスクを伴い、また、従業員にとっては取り
づらいという意見もある。そこで、「再雇用制度」
である。「再雇用制度」を設けるにあたっては、再
雇用後は一旦有期契約としたり、制度の対象者に

図表 5　その他の支援制度（2）
支援制度一覧（２）

費用 
助成

直接的な費用助成★ 介護に関する費用助成（育介法★いずれか１つ）。法令ではヘルパー費用の助成等介護に直接寄与す
るものが対象 

経済的
補助

介護全般に関する 
費用助成

介護サービス利用補助、住宅改修費用助成、見守り関係器具の費用助成、介護（帰省・呼び寄せ）の
ための旅費助成、休業中の社会保険料補助、ホームヘルパーの費用助成など。クーポン等で支給する
仕組みもある

見舞金の支給 介護休業等取得者や介護家族がいる従業員に対して、会社・共済会などから見舞金を支給

退職

再雇用制度 介護を理由で離職した場合に介護終了後復帰できる制度。退職時に制度の利用を事前に登録するケー
スが多く、復帰までの期間制限や対象者要件などを設けている場合もある

情報提供制度 再雇用制度と併用し、または、介護で離職した人向けに、復帰を前提として、会社に関する情報提供
を行う。社内報の配布や人事担当者との定期連絡など、復帰がスムーズになるよう支援するのが一般
的

情報・
相談 
体制の
提供

介護情報提供 介護全般についての情報提供を行う。いざというときの情報や事前準備に関する情報が主体で、イン
トラや小冊子配布などによる情報提供

介護中の介護情報 
提供

介護休業中をはじめ、勤務しながら介護する従業員のコミュニティーや介助方法、介護施設、介護事
業者、その費用など具体的な介護に必要な情報提供などをＷＥＢで提供。また、専門家の講師を招き
介護中の従業員の職場座談会の開催など

相談窓口の設置 介護する従業員のために、医師、介護福祉士、弁護士、社労士など、専門家を設置し、医療・介護そ
の他介護全般、また、休業中・介護中従業員のメンタルサポートを行える外部の相談窓口を設けるよ
うな仕組みが多い 
○初期対応相談窓口 ・・ 社内介護支援制度、介護保険の利用方法、介護事業者への連絡方法等の
相談 
○介護中相談窓口 ・・ 健康、介護・介助方法、仕事と介護の両立、メンタルサポートなどの相談

職場復帰支援    
プログラム

主に一定期間以上の介護休業をしている従業員を対象として、職業能力維持・向上するための教育プ
ログラムを利用できるようにする。ＷＥＢを利用した通信教育などが中心
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一定の要件を設けるようなケースが多い。
　次に「情報提供制度」であるが、これは従業員
が退職して会社を離れてしまうと、情報不足とな
り再就業が難しくなるという面があるため、「再
雇用制度」を利用した介護中の従業員のサポート
として考える必要がある。
　情報・相談体制の提供にある「介護情報提供」は、
介護事前に行うことを主体としたものを指す。「介
護中の介護情報提供」はメンタル面のサポートや、
介護中の実践的な支援となる情報提供を指す。い
ずれにおいても「相談窓口」の設置が必要となる
だろう。社外の機関を利用しても社内に窓口を設
置してもよいが、費用も違ってくるので、費用を
検討してどちらにするかを決めてもよいだろう。
　「職場復帰支援プログラム」は、介護休業中の
従業員や再雇用者を対象としたものを指す。しか
し、介護休業中や介護を理由に離職した従業員は、
介護に忙しいため、プログラムがあってもなかな
か利用できず、利用率が上がらないという企業も
あることには留意していただきたい。
　最後に教育・研修について説明する（図表６参
照）。「家族介護計画研修」と称して、従業員だけ
ではなく、家族も対象にして情報提供などを行う
研修を考えている企業もある。「介護保険勉強会」
も同様である。
　ほかにも、重要な研修として「管理職研修」が考
えられる。研修内容は、職場風土の醸成から始まり、

介護支援制度にどのようなものがあるか、制度を利
用する社員のサポート体制作り、代替要員の確保、
職場体制作りなどが考えられる。管理職に対して、
１度は実施しておく必要があるだろう。
　他に「リタイアメントプラン研修」も考えられ
る。60 歳の定年前にこの研修を実施する企業が
多いが、仕事一筋に生きてきた夫が妻の介護をし
なければならない例も増加している昨今を考える
と、この研修に「介護」を組み入れることを検討
してもよいだろう。
　「介護のためのコース転換制度」は、介護が始
まったからといって、退職や再雇用をすぐに考え
るのではなく、雇用形態の変更や地域限定社員へ
変更するなど、正社員でなくても働ける制度を提
供する方法として考えられる。企業にとって、労
働力確保の１つの手段といえるだろう。
　その他、「管理職等のための休暇・短時間勤務（強
制）」もある。ひとたび職場に介護労働者が出ると、
労働力が低下した中で上司は仕事を回していかな
ければならなくなる。そこで、まず自分が短時間
勤務や休暇を取って、このような状況に対応する
という実践的な研修をイメージしている。
　このように一言で支援といっても、さまざまな
方法があるので、自社の状況に合ったものを選択
してほしい。

図表 6　その他の支援制度（3）

２.介護支援制度の種類 ～その他の支援制度 
支援制度一覧（３）

教育・
研修

家族介護計画研修 家族介護が必要になりそうな従業員（50代など）に対し、会社の介護支援制度、介護事前準備、介護
保険手続などの情報提供などを行う研修

介護保険勉強会 介護保険に関する基本的な知識、手続などに関する勉強会。40歳の介護保険料徴収開始時期などに行
うと効果が高い？！

管理職研修 社内の介護支援制度を始め、介護労働者に対する対応・サポート方法、その他職場環境を良好にする
ためなどの研修

リタイアメントプラン
研修

定年退職以降の老後の１つの知識として、介護保険制度やその利用方法をはじめとする老後生活設計
の研修

介護研修 介護している従業員や希望参加者に対し、身体介護の方法や、自身のメンタルケアの方法などを研修

その他

介護のための    
コース転換制度

ニーズにあわせた雇用形態、職務等の転換制度・介護終了後にも転換制度可能な双方向の転換制度な
ど 
○地域限定社員（転勤なし）への変更 ○雇用形態の変更（パート、嘱託、契約社員等） 
○介護者近くへの転勤制度      ○人事コース変更

管理職等のための
休暇・短時間勤務
（強制）

介護（育児などその他事由を含む）により、部下の勤務時間が変化したときにも、耐えうる組織作り
の一環として、管理職等が強制的に一定期間の短時間勤務・休暇を取得し、業務が円滑に進められる
よう、実践的な取り組みとして利用

休業者等へのPC、 
通信機器の貸し出し

社内イントラに入れるＰＣやその他通信機器を貸し出す
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